
第 27 期決算公告               高松市中新町１３番地１

平成 27 年 5 月 28 日               香川銀コンピューターサービス株式会社 

                           代表取締役社長  多田 正美 

（ 単位： 円）

科 目 金 額 科 目 金 額

【 流動資産】 ［ 1, 378, 631, 169］ 【 流動負債】 ［ 904, 780, 622］

　 　 現金及び預金 1, 364, 834, 953    　 　 買掛金 4, 146, 301  

　 　 売掛金 10, 251, 720       　 　 未払金 4, 076, 538  

　 　 商品 1, 676, 000        　 　 未払法人税等 206, 000  

　 　 立替金 150, 111          　 　 未払消費税等 3, 743, 000  

　 　 仮払税金 93, 485           　 　 集金代行預り 金 888, 398, 691  

　 　 前払費用 1, 665, 079        　 　 預り 金 1, 139, 092  

　 　 未収収益 20, 821           　 　 賞与引当金 3, 071, 000  

　 　 貸倒引当金 △61, 000  

【 固定資産】 ［ 82, 587, 502］ 【 固定負債】 ［ 19, 008, 841］

（ 有形固定資産） （ 2） 　 　 退職給付引当金 19, 008, 841  

　 　 器具・ 備品 2  負 債 合 計 923, 789, 463  

（ 無形固定資産） （ 217, 700）

　 　 電話加入権 217, 700          [株主資本] ［ 537, 429, 208］

（ 投資その他の資産） 　 　 （ 82, 369, 800） 　 【 資本金】 ［ 30, 000, 000］

　 　 投資有価証券 82, 299, 800       　 【 利益剰余金】 ［ 507, 429, 208］

　 　 出資金 10, 000           　 　 （ その他利益剰余金） ( 507, 429, 208)

　 　 敷金 60, 000           　 　 　 別途積立金 526, 000, 000  

　 　 　 繰越利益剰余金 △18, 570, 792  

[評価・ 換算差額等]

その他有価証券評価差額金 0  

純 資 産 合 計 537, 429, 208

資 産 合 計 1, 461, 218, 671 負 債 及 び 純 資 産 合 計 1, 461, 218, 671

第２ ７ 期貸借対照表

純　 資　 産　 の　 部

資　 　 　 産　 　 　 の　 　 　 部 負　   債 　 　 の　   部

平成２ ７ 年３ 月３ １ 日現在

（注） 当期純損失                          19,342,435 円



＜個別注記表＞ 

１．重要な会計方針に係る事項 

 （１）資産の評価基準及び評価方法 

①棚卸資産の評価基準及び評価方法 

 商 品     最終仕入原価法による原価法 

 仕掛品     個別法による原価法 

   ②その他有価証券の評価基準及び評価方法 

市場価格のある有価証券 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定

しております。） 

     市場価格のない有価証券 

移動平均法による原価法 

（２）固定資産の減価償却の方法 

    有形固定資産  定率法 

無形固定資産  定額法 

        （ソフトウェアについては、社内における見込利用期間 

（５年）に基づく定額法によっています。） 

（３）引当金の計上基準 

     貸倒引当金   債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は法人税法の規定による法定繰入率により計上するほか、

個々の債権の回収可能性を勘案して計上しております。 

     賞与引当金   従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞

与の支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上し

ております。 

     退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退

職給付債務及び中退共の積立額に基づき、必要額を計上し

ております。 

 （４）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

①リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっており

ます。なお、未経過リース料総額は、2,785,200 円であります。 

②消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 



２．貸借対照表に関する注記 

   有形固定資産の減価償却累計額        835,648 円 

３．株主資本等変動計算書に関する注記 

当該事業年度の末日における発行済株式の数  普通株式６００株 
以上 


